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１．事業実施概況 

（１）令和３年度基本方針 

〇令和３年度は、以下３項目を重点方針として取り組みを開始した。 

〇①飼料用米複数年契約の生産拡大・本作化とともに、②加工用米・輸出 

用米拡大、③麦・大豆・高収益作物の生産拡大など「水田フル活用・収 

益力強化」の取り組みを継続し、米価・所得の維持・向上を実現する。 

〇地域の関係者が一体となり、「需要に応じた米生産」にとどまらず、園芸 

作物や大豆・麦等の拡大もふくめて水田農業の将来像を描き、収入拡大・ 

コスト削減による所得向上に取り組む。 

〇担い手の育成・確保や農地集積・耕作放棄地の解消の促進等を通し、本 

県水田農業・地域農業の振興を促進する。 

 

（２）需要に応じた米の生産・販売 

ア．令和３年産 

〇令和２年１１月の国の基本指針において令和３年産米の必要生産量は、 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う需要量の急激な減少により令和２ 

年産米生産量（平年作）から▲３６万㌧程度の大幅削減が必要とされ、 

面積ベースでは全国で▲６．７万ｈａ程度の削減が必要となる極めて厳 

しい見通しが提示された。 

〇このため、県推進会議として令和３年産米について早い段階から検討を

開始し、主食用米の「生産数量（面積）の目安」については福島県の過

去の需要実績シェアを考慮し、５５，７００ｈａと前年産米実績対比▲ 
３，５００ｈａ減、９４％の水準に設定した。 

〇この方針のもと地域農業再生協議会・市町村行政・方針作成者と連携し、 
取り組みを開始、この過程で産地交付金の他、県をはじめ多くの市町村 
行政において独自支援を措置した。 

〇しかしながら、令和３年３月末時点の主食用米の作付面積は、前年実績 

を▲１，４００ｈａ程度下回る結果にとどまり、生産数量の目安（面 

積）達成まで更に２，０００ｈａ以上の削減が必要な状況にあった。 

〇このため、４月以降、農林水産省、東北農政局福島県拠点、福島県、福 

島県水田農業産地づくり対策等推進会議が一体となり、主要な地域農業 

再生協議会、ＪＡおよび稲作経営者会議等との個別意見交換会を重ね、 

とりわけ播種以降は一括管理での飼料用米への転換を中心に主食用米の 

削減を強力に推進した。しかし、令和３年５月末の削減見込みは▲２， 
６００ｈａ程度にとどまっており、結果として実質６月単月で▲１，８ 
００ｈａを超える削減がすすむ結果となった。 

〇これは県・市町村等の独自助成が措置され飼料用米等の生産者手取りは 
早い段階から十分見通せたものの、６月に入りＪＡ等において出荷契約 



数量の積み上げと一体となった推進や、経営所得安定対策加入受付がは 
じまり、ようやく情勢の理解が生産者に浸透したためと想定される。 

〇また、商系業者は備蓄枠が獲得できなかったことから、例年以上に飼料 
用米への転換を推進したこと、ＪＡも含め集荷業者として令和２年産米 
の販売が順調にすすまず、原価割れで販売せざるを得ない状況も発生し、 
在庫増を回避して主食用米削減の機運が高まったことも大きな要因と想 
定される。 

〇最終的に、令和３年産米の主食用米作付面積は５４，７００ｈａと前年 

産米対比▲４，５００ｈａ（▲７．６％）減少し、当初計画の▲３，５ 

００ｈａ削減を１，０００ｈａ深堀りする結果となった。 

〇しかしながら、令和３年６月末民間在庫は２１９万㌧と年間需要量に対 

する在庫率は３１％にのぼり、近年最大であった平成２６年６月末にほ 

ぼ匹敵する過剰在庫となった。このため販売の先行き不透明感から令和 

３年産米の概算金等は▲２，５００円／６０ｋｇから▲３，０００円／ 

６０ｋｇ程度と大幅に下落した。 

〇令和３年産米の米価は、令和４年３月末時点で、全国・福島県とも前年 

産対比▲１，６００円／６０ｋｇ下落して推移している。 

 

イ．令和４年産 

〇令和４年産米においても一定量の主食用米の生産削減が必要な環境にあ 

ることが想定されたことから、「飼料用米・加工用米・輸出用米等生産拡 

大対策検討専門部会」を３回開催し、令和４年産米以降の取り組み拡大 

に向けた具体的検討をすすめるとともに、福島県・全農福島と麦・大豆 

の生産拡大に向けた検討に取り組んだ。 

〇令和３年１１月に示された国の基本指針において、令和４年産米の必要

生産量は６７５万㌧と平年作ベースで前年産対比▲２１万㌧（約▲３％）

の削減方向が示された。これを受け県推進会議としても福島県産米の需

要量が回復し、在庫水準も減少していること等をふまえ、令和３年産米

実績対比▲４％、面積にして▲２，１００ｈａ減の５２，６００ｈａの 

生産数量の目安（面積）を設定した。 

〇同時に、麦・大豆を中心とする水稲以外への転換目標も６００ｈａと定

め、「水田リノベーション事業」等も活用し、飼料用米に限らない主食用 

米からの転換促進の取り組み方針を決定した。 

〇令和４年２月４日には、麦・大豆等も含めた多様な水田農業の確立に向

け「令和４年度福島県水田農業確立推進大会」を、県・ＪＡグループ福

島と共催のうえ、新型コロナウイルス感染症が拡大する環境をふまえ参

集規模を１００名程度に縮小し、ビックパレットふくしま（郡山市）で 

開催した。 



〇一方、令和３年産において、全国的に飼料用米への転換が１１万ｈａ強

とすすんだ結果、水田活用の直接支払交付金財源が不足し２６０億円も

の補正予算を措置する事態となった。これらを背景に令和４年度当初予

算においては、飼料用米の複数年加算の見直しや転換作物加算の仕組み

の廃止さらには将来的な交付対象水田の見直しなどの考えが示され、必

要転換面積が拡大するなか、実質的に１０ａ当たり交付財源が減少す 

る結果となり、現場からは大きな不満の声が出された。 

〇このような状況の中で、令和４年３月末の需要に応じた生産・販売の取

り組み状況は、主食用米で前年産作付実績対比▲４００ｈａ程度の減少

にとどまっており、設定した生産数量の目安（面積）▲２，１００ｈａ 

削減まであと１，７００ｈａ不足している厳しい状況にある。 

〇備蓄米一般枠や被災１２市町村の営農再開地域の作付動向など、不透明 

な部分はあるものの、令和３年産米の取り組み結果が米価回復につなが 

っていない現実が現場における取り組みの大きな阻害要因になっている 

と考えられる。 

 

（３）品種構成・品質向上の取り組み検討 

〇「品種構成・品質向上対策検討専門部会」を３回開催し、需要に応じた 

生産・販売、近年における気象変動による異常気象等をふまえた課題認 

識、対応を検討した。 

〇品種構成においてはコシヒカリの作付比率が高く業務用需要対応の観点 

から課題があること、制度別・用途別に栽培技術体系を変える必要性、 

気象変動に対応し現在の技術体系の見直しの必要性等について意見交換 

を実施した。 

〇整理した論点にもとづき令和４年産米の品種別作付計画に反映させると

ともに技術体系については、福島県との協議をすすめ、「天のつぶ」にお

いては主食用「天のつぶ」の生産量確保、飼料用米等における一括管理

と区分管理における栽培管理体系の明示と多収技術の確立、「里山のつぶ」

においては平坦地域での栽培面積拡大に向け、それぞれ実証ほの設置等 

の取り組みに繋げた。 

〇また、これまでＪＡグループを中心に取り組んできた穀物検定協会にお 

ける食味試験への出品については、令和３年産以降県推進会議として対 

応することとし、具体的な出品銘柄の選定、展示ほの設置、栽培指導等 

のあり方について検討をすすめ、令和４年産米からは県から栽培指導に 

かかる協力も得ながら、「品種構成・品質向上対策検討専門部会」の構成 

員である、ＪＡ全農福島、米肥組合、米麦組合、福島第一食糧卸の傘下 

構成員から穀検への供試品を提供することとした。 

 



（４）令和３年度における諸課題等 

ア．令和３年産 

〇加工用米・輸出用米については、早い段階から低価格帯での需要確保を 
提起し、「水田リノベーション事業」も活用した取り組みをすすめたが、 
加工用米・輸出用米とも当初計画の５割未満の取り組みにとどまる結果 
となった。 

〇特に加工用米については、ＭＡ米代替需要も含めての取り組み拡大を目 
指したが、新たな実需者との結び付きがほとんどできない状況にある。 

〇また、輸出用米については、実需者との協議において数量・銘柄が限定 
され、計画に見合った大きな数量には至らない結果となった。 

〇麦・大豆は増加したものの、実需者との関係もあり大きな伸びとはなら 
ず、全水稲作付面積の削減までには至らなかった。 

〇結果的に飼料用米中心の作付け転換となり、飼料用米の作付けは大幅に 
拡大し、前年産の倍以上となった。特に、相馬市・南相馬市・いわき市・ 
郡山市・須賀川市・白河市・西郷村・棚倉町・会津若松市・猪苗代町・ 
喜多方市・会津坂下町・会津美里町では１００ｈａを超える作付面積の 
増加となった。 

〇令和３年８月に実施した主要地域農業再生協議会との意見交換において 
は、営農計画書の回収率は８０％程度にとどまるとともに、地域によっ 
ては飼料用米は複数年契約の比率が低く、一括管理の比率が高い地域も 
あることが明らかとなった。また階層別の飼料用米への取り組み状況を 
みると、大規模層は高い比率で飼料用米に取り組んでいるものの、中間 
から小規模生産者の飼料用米の取り組み比率は低く、偏りが見られる結 
果となり、全経営体からみても飼料用米への取り組みは１割程度にとど 
まる結果となっている。 

〇また、播種後の飼料用米への転換推進が主体となったため、会津地区を 
中心として主食用米「天のつぶ」の比率が大きく減少し、販売戦略上課 
題を残す結果となった。 

 

イ．令和４年産 

〇令和４年産米においても、飼料用米中心の転換推進となっており、「水田

リノベーション事業」への取り組みも採択率はほぼ１００％となったも

のの面積的には５００ｈａ未満にとどまり飼料用米以外への転換は目に 
見える形とはなっていない。 

〇今後さらに主食用米の削減が求められる環境において、飼料用米一辺倒 
の推進には水田活用の直接支払交付金財源との関係でも限界があり、 
麦・大豆・高収益作物等への転換が必要となるが、そのためには地域農 
業再生協議会単位で中期的な品目別取り組み計画が必要となり、そのた 



めには実効ある毎年の「水田収益力強化ビジョン」の策定が必要となる 
が、現状ビジョン策定に労力・時間がかかり、品目別の長期計画・方針 
が検討されていない状況にある。特に地域における米価・所得・コスト 
のあり方にかかる議論はほとんどなされていないと想定される。 

〇このため、生産者に対しては品種構成のあり方も含め１０ａ当り収入視 

点での生産対策、コスト削減の必要性にかかる意識づけが不十分な段階 

にある。 

〇また、実務的に一部地域農業再生協議会における「水田収益力強化ビジ 
ョン」の作成・承認が大幅に遅れ、方針を提示し、推進するという実態 

と大きく乖離している状況も見受けられる。 

〇また、水田農業対策は担い手対策・農地集積・耕作放棄地対策との取り 

組み連動が不可欠であるが、県域段階でも十分な取り組みとなっていな 

い、また担い手対応として、ナラシ対策や収入保険加入への加入推進に 

ついての取り組みとの連携対策も今後の課題としてあげられる。 

〇今後も、当面生産削減の議論が避けてとおれず、一方で「大幅な作付 

削減に取り組んだのに何故大幅に米価は下落するのか」という生産者に 

対し、将来展望を提示するためには、単に従来の生産数量の目安（面積） 

設定、水田活用の直接支払交付金を中心とする取り組みだけではなく、 

地域農業再生協議会単位での制度別・用途別作付計画、米価・生産コス 

ト・所得目標、担い手・農地対策と連動した実効ある「水田収益力強化 

ビジョン」の構築をどうすすめるべきかが最も重要な課題との認識のう 

えで令和４年度以降の取り組みをすすめることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．事業実施状況  

日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

４月９日 ＪＡ会津よつ

ば本店 

ＪＡ夢みなみ

営農本店 

令和３年産米の需要に応じた生産・販売に係る意

見交換会 

○米をめぐる状況について 

〇参集者 

ＪＡ会津よつば、ＪＡ夢みなみ、農林水産省、東

北農政局、東北農政局福島県拠点、県、県推進会

議事務局 計２８名 

４月 15 日 

４月 20 日 

 

 

 

４月 21 日 

 

 

 

 

 

４月 28 日 

 

５月７日 

郡山市役所 

須賀川市役所 

ＪＡ福島さく

らいわき地区

本部 

喜多方市役所 

会津美里町役

場 

会津若松市北

会津支所 

会津坂下町役

場 

相馬市役所 

南相馬市役所 

令和３年産米の需要に応じた生産・販売の推進に

関する意見交換 

○令和３年産米の需要に応じた米の生産・販売の

推進について 

〇参集者 

地域農業再生協議会(郡山市、いわき市、須賀川市

、喜多方市、会津みどり(会津美里町)、会津若松

市、会津みどり(会津坂下町)、相馬市、南相馬市)

、東北農政局福島県拠点、県、県推進会議事務局 

計１１６名 

４月 23 日 ＪＡ東西しら

かわ 

福島県米穀肥

料協同組合 

令和３年産米の需要に応じた生産・販売に係る意

見交換会 

○米をめぐる状況について 

〇参集者 

ＪＡ東西しらかわ、福島県米穀肥料協同組合、東

北農政局、東北農政局福島県拠点、県、県推進会

議事務局 計２０名 

４月 30 日 農業総合セン

ター 

会津よつば本

店 

令和３年産米の需要に応じた生産・販売に係る意

見交換会 

○米をめぐる状況について 

○需要に応じた米づくりの推進について 

〇参集者 

方針作成者、東北農政局福島県拠点、県、県推進

会議 計２５名 



日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

5 月 14 日 JA 福島ビル 令和２年度下期内部監査 

監査員：２名 

事務局：県・中央会４名 

5 月 19 日 ＪＡ福島ビル 令和３年度第 1 回事務局会議 

○令和３年度第１回総会の開催について 

〇参集者 

東北農政局福島県拠点、県、県推進会議構成員 

計１１名 

5 月 19 日 ＪＡ福島ビル 第 1 回品種構成・品質向上専門部会 

○福島県における今後の品種構成・品質の現状・

課題と対策検討の方向について 

○令和３年産米における穀物検定協会の食味試験

対応について 

○その他 

〇参集者 

構成員(福島県米穀肥料協同組合、福島県米麦事業

協同組合、福島第一食糧卸協同組合、全国農業協

同組合連合会福島県本部、福島県農業協同組合中

央会、福島県)、アドバイザー(東北農政局福島県

拠点) 計１５名 

 

第 1 回飼料用米・加工用米・輸出用米等拡大対策

検討専門部会 

○令和３年産米の現状と今後の取り組み方向につ

いて 

○その他 

〇参集者 

構成員(福島県米穀肥料協同組合、福島県米麦事業

協同組合、福島第一食糧卸協同組合、全国農業協

同組合連合会福島県本部、福島県農業協同組合中

央会、福島県)、アドバイザー(東北農政局福島県

拠点) 計１７名 

5 月 20 日 県自治会館 令和２年度監事監査 

監事：２名 

事務局：県・中央会４名 



日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

5 月 28 日 ふくしま中町

会館 
令和３年度第１回総会 

〇報告事項 

報告第１号 令和２年度下期内部監査の結果につ

いて 

報告第２号 水田農業をめぐる情勢について 

報告第３号 令和３年度福島県水田収益力強化ビ

ジョンの策定状況について 

報告第４号 専門部会での検討状況について 

〇議題 

議案第１号 令和２年度事業報告および収支決算

について 

議案第２号 令和３年産備蓄米における地域農業

再生協議会別面積配置にかかる対

応の考え方について 

〇参集者 

本人出席１５名、代理出席３名 

５月 28 日 

６月１日 

 

 

 

喜多方市役所 令和３年産米の需要に応じた生産・販売に関する

打合せ 

○令和３年産米の需要に応じた米の生産・販売の

推進について 

〇参集者 

喜多方市農業振興協議会、東北農政局福島県拠点

、県、県推進会議事務局 計２１名 

６月３日 

 

 

 

６月４日 

南相馬合同庁

舎 

いわき合同庁

舎 

会津若松合同

庁舎 

郡山合同庁舎 

令和３年産米の需要に応じた生産・販売に関する

打合せ 

○令和３年産米の需要に応じた米の生産・販売の

推進について 

〇参集者 

福島県農林事務所(県中、会津、相双、いわき)、

東北農政局福島県拠点、県推進会議 計４６名 

６月 11 日 ＪＡ福島さく

ら本店 

ＪＡ会津よつ

ば本店 

令和３年産米の需要に応じた生産・販売に係る意

見交換会 

○米をめぐる状況について 

〇参集者 

ＪＡ福島さくら、ＪＡ会津よつば、農林水産省、

東北農政局、東北農政局福島県拠点、全農福島県

本部、県、県推進会議事務局 計３２名 



日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

６月 15 日 ＪＡ福島ビル 令和３年産米の需要に応じた米の生産・販売状況

に関する報道関係者説明会 

〇参集者 

福島民報社、福島民友新聞、日本農業新聞、県、

県推進会議事務局 計７名 

６月 18 日 磐梯熱海スポ

ーツパーク会

議室 

福島県稲作経営者会議との意見交換会 

○水田をめぐる情勢について 

○飼料用米等への転換について 

〇参集者 

福島県稲作経営者会議、東北農政局福島県拠点、

県、県推進会議構成員 計１６名 

7 月 21 日 ＪＡ福島ビル 令和３年産米の需要に応じた生産・販売の取り組

み状況にかかる報道関係者説明会 

○令和３年産米の需要に応じた生産・販売の取り

組み状況について 

〇参集者 

福島県農業会議、テレビユー福島、福島民報社、

日本農業新聞、福島放送、読売新聞、福島民友新

聞 計１３名 



日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

７月 28 日 ＪＡ福島ビル 令和３年度第２回品種構成・品質向上対策検討専

門部会 

○令和３年産穀検食味試験出品銘柄について 

○令和４年産米以降にかかる品種構成の方向につ

いて 

○令和４年産米における制度別・用途別品書構成

について 

○その他 

〇参集者 

構成員(福島県米穀肥料協同組合、福島県米麦事業

協同組合、福島第一食糧卸協同組合、全国農業協

同組合連合会福島県本部、福島県農業協同組合中

央会、福島県)、アドバイザー(東北農政局福島県

拠点) 計１３名 

 

令和３年度第２回飼料用米・加工用米・輸出用米

等拡大対策検討専門部会 

○令和３年産米における制度別・用途別作付動向

と諸課題について 

○令和４年産米における制度別・用途別作付の方

向について 

○その他 

〇参集者 

構成員(福島県米穀肥料協同組合、福島県米麦事業

協同組合、福島第一食糧卸協同組合、全国農業協

同組合連合会福島県本部、福島県農業協同組合中

央会、福島県)、アドバイザー(東北農政局福島県

拠点) 計１１名 

8 月 17 日 東北農政局福

島県拠点会議

室 

令和４年度水田農業確立に向けた要請及び意見交

換会 

〇参集者：東北農政局福島県拠点、県推進会議 

計９名 



日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

8 月 17 日 

  18 日 

 

 

 

  19 日 

郡山市役所 

会津若松市立

生涯学習セン

ター 

喜多方市役所 

須賀川市役所 

令和３年及び令和４年産米の需要に応じた生産・

販売の取り組みに関する意見交換 

○令和３年産米にかかる需要に応じた生産・販売

の取り組み経緯と令和４年産米に向けた諸課題に

ついて 

〇参集者 

地域農業再生協議会（郡山市、会津若松市、喜多

方市、須賀川市）、東北農政局福島県拠点、県、県

推進会議事務局 計４１名 

9 月 4 日 ＪＡ会津よつ

ば本店 

令和２年産米の需要に応じた生産・販売の推進に

係る意見交換（東北農政局福島県拠点主催） 

〇参集者 

ＪＡ会津よつば、東北農政局福島県拠点、県、県

推進会議事務局 計１３名 

9 月 22 日 ふくしま中町

会館 

令和３年度第３回品種構成・品質向上対策検討専

門部会 

○令和４年産米以降における制度別・用途別品種

構成(論点整理)について 

○令和４年産米における穀食味試験への対応のす

すめ方について 

○その他 

〇参集者 

構成員(福島県米穀肥料協同組合、福島県米麦事業

協同組合、福島第一食糧卸協同組合、全国農業協

同組合連合会福島県本部、福島県農業協同組合中

央会、福島県)、アドバイザー(東北農政局福島県

拠点 計１４名 

 

令和３年度第３回飼料用米・加工用米・輸出用米

等拡大対策検討専門部会 

○令和４年産米における制度別・用途別作付方針

について 

○その他 

〇参集者 

構成員(福島県米穀肥料協同組合、福島県米麦事業

協同組合、福島第一食糧卸協同組合、全国農業協

同組合連合会福島県本部、福島県農業協同組合中

央会、福島県)、アドバイザー(東北農政局福島県

拠点) 計１３名 



日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

10 月 11 日 東北農政局福

島県拠点 

水田農業における需要に応じた生産・販売の推進

に関する意見交換会 

○今後の水田農業における需要に応じた生産・販

売について 

○その他 

〇参集者：構成員(福島県農業協同組合中央会、福

島県)、福島県稲作経営者会議、東北農政局福島県

拠点 計４０名 

10 月 19 日 

 

   22 日 

農業総合セン

ター 

ＪＡ会津よつ

ば本店 

令和４年産米の需要に応じた生産・販売にかかる

地域農業再生協議会との意見交換会 

○水田農業をめぐる情勢について 

○令和４年産米の取り組みに向けた検討方向につ 

いて 

○その他 

〇参集者 

地域農業再生協議会、方針作成者、東北農政局福

島県拠点、県、県推進会議構成員 計１１１名 

10 月 29 日 ＪＡ福島ビル 令和３年度第２回事務局会議 

○令和４年産米の取扱について 

○その他 

〇参集者 

東北農政局福島県拠点、県、県推進会議構成員 

計１２名 

11 月１日 ＪＡ福島ビル 令和３年度上期内部監査 

監査員：２名 

事務局：県・中央会４名 

11 月 25 日 パルセいいざ

か 

令和４年産米の需要に応じた生産・販売にかかる

地域農業再生協議会への説明会 

○水田農業をめぐる情勢について 

○令和４年産米の取り組みの基本的な考え方につ

いて 

○その他 

〇参集者 

地域農業再生協議会、方針作成者、東北農政局福

島県拠点、県、県推進会議構成員 計１０４名 



日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

11 月 30 日 ＪＡ福島ビル 第３回事務局会議 

○令和３年度第２回総会の議案等について 

○その他 

〇参集者 

東北農政局福島県拠点、県、県推進会議構成員、

計１２名 

12 月 3 日 ふくしま中町

会館 

令和３年度第２回総会 

○報告事項 

報告第１号 令和３年度上期内部監査の結果につ

いて 

報告第２号 水田農業をめぐる情勢について 

報告第３号 専門部会での検討状況について 

○議題 

議案第１号 令和３年度予算の補正について 

議案第２号 令和４年産米の取り扱いの基本的考

え方について 

議案第３号 令和４年産米の地域の合理的な単収

の設定について 

〇参集者 

本人出席１６名、代理出席２名 

12 月 13 日 パルセいいざ

か 

地域農業再生協議会説明会 

○水田農業をめぐる情勢等について 

○令和４年産米にかかる地域農業再生協議会別生

産数量の目安(面積)等について 

○｢水田リノベーション事業｣の取り組みについて 

○令和４年産米の地域の合理的な単収の設定につ

いて 

○その他 

〇参集者 

地域農業再生協議会、方針作成者、東北農政局福

島県拠点、県、県推進会議構成員 計１３９名 

12 月 22 日 環境創造セン

ター 

青刈りとうもろこし研修会 

○水田農業をめぐる情勢について 

○青刈りとうもろこし推進上の諸課題について 

○西郷村における取り組みについて 

○その他 

〇参集者 

東北農政局、方針作成者、地域農業再生協議会、

県、県推進会議構成員 計５５名 



日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

１月 13 日 ＪＡ福島ビル 令和３年度補正予算｢新市場開拓に向けた水田リ

ノベーション事業｣にかかる説明会 

○水田農業をめぐる情勢について 

○｢新市場開拓に向けた水田リノベーション事業｣

｢水田麦・大豆産地生産性向上事業｣について 

○その他 

〇参集者 

東北農政局、方針作成者、地域農業再生協議会、

県、県推進会議構成員 計８３名 

１月 26 日 ふくしま中町

会館 

令和３年度第３回総会 

○報告事項 

報告第１号 水田農業をめぐる情勢について 

報告第２号 令和４年産米の地域の合理的な単収

の設定 

○議題 

議案第１号 令４年度水田収益力強化ビジョンの

考え方および今後の推進（案） 

議案第２号 令和３年度補正予算「新市場開拓に

向けた水田リノベーション事業」「水

田麦・大豆産地生産性向上事業」へ

の取組の基本的考え方（案） 

議案第３号 令和４年度産地交付金（案） 

〇参集者 

本人出席１４名、代理出席３名 

２月４日 ビッグパレッ

トふくしま 

令和４年度福島県水田農業確立推進大会 

○水田農業をめぐる情勢について 

○令和４年度水田農業の基本的な考え方について 

○実践報告 

○決意表明 

○大会決議採択 

計１４２名 



日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

２月８日 ＪＡ福島ビル 令和４年産米の需要に応じた生産・販売にかかる

地域農業再生協議会説明会 

○水田農業をめぐる情勢について 

○令和４年度産地交付金について 

○令和４年産米の地域の合理的な単収について 

○土地利用型作物作付拡大推進事業について 

○令和４年度水田収益力強化ビジョンと今後の方

針について 

○その他 

〇参集者 

東北農政局、方針作成者、地域農業再生協議会、

県、県推進会議構成員 計９４名 

３月１日 農業総合セン

ター 

経営所得安定対策等説明会 

○水田農業をめぐる情勢について 

○経営所得安定対策等について 

○水田収益力強化ビジョンの策定について 

○その他 

〇参集者 

東北農政局、地域農業再生協議会、県、県推進会

議構成員 計７２名 

３月 14 日 

３月 15 日 

 

３月 16 日 

 

 

３月 22 日 

３月 28 日 

白河市役所 

会津若松市北

会津支所 

郡山市総合福

祉センター 

須賀川市役所 

喜多方市役所 

ＪＡ福島さく

ら飯野支店 

令和４年産米の需要に応じた生産・販売に関する

意見交換 

〇水田農業をめぐる情勢について 

〇令和４年産米にかかる需要に応じた生産・販売

の取組状況について 

〇参集者 

地域農業再生協議会(郡山市、須賀川市、白河市、

会津若松市、喜多方市、いわき市)、東北農政局福

島県拠点、県、県推進会議 計７２名 

３月 23 日 ＪＡ福島ビル 第５回事務局会議 

○令和３年度第４回総会の議案等について 

○その他 

〇参集者 

東北農政局福島県拠点、県、県推進会議構成員、

計１１名 

３月 30 日 自治会館 令和３年度第４回総会 

○報告事項 

報告第１号 水田農業をめぐる情勢について 

報告第２号 令和３年度補正予算「新市場開拓に

向けた水田リノベーション事業」等



日  時 場  所 実施内容・参加者（出席者） 

の取り組み状況等について 

○議題 

議案第１号 令和４年度事業計画（案）について 

議案第２号 令和４年産収支予算（案）について 

議案第３号 令和４年産負担金の賦課及び徴収方

法（案）について 

議案第４号 事務経費に係る費用の負担に関する

協定書（案）について 

議案第５号 事務手続き等に関する付帯決議 

（案）について 

〇参集者 

本人出席１５名、代理出席２名 

 



３．令和３年度収支決算書 

 

令和３年度収支決算書 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

○水田農業改革支援事業(経営所得安定対策等推進事業費)補助金等会計 

 

【収入の部】                            （単位：円）

予算額 決算額 予算対比増減

大科目 中  科  目 Ａ Ｂ Ｂ－Ａ

補助金 水田農業改革支援事業補助金 10,583,000 11,177,000 594,000

県 1,000,000

中央会 1,000,000

前年度
繰越金

一般管理費繰越金 805,998 805,998 0

補助金
新市場開拓に向けた水
田ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業補助金

60,000,000 58,949,862 ▲ 1,050,138

73,388,998 72,932,860 ▲ 456,138

備考

0

収　入　合　計（A）

科目

負担金 負担金 2,000,000 2,000,000

 

【支出の部】                            （単位：円） 

予算額 決算額 予算対比増減

大科目 中  科  目 Ａ Ｂ Ｂ－Ａ

管理費 一般管理費 13,388,998 13,260,174 ▲ 128,824

補助金
新市場開拓に向けた水田ﾘﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ事業補助金 60,000,000 58,949,862 ▲ 1,050,138

73,388,998 72,210,036 ▲ 1,178,962支　出　合　計（B)

備考
科目

 

【差引残高】  ７２２，８２４円        

 
 



４．財産目録

(単位：円）

内 　　   訳 小   　　 計 合  　　  計

Ⅰ　資産の部

　１　預金
　　　①　Ⅰ水田農業改革支援事業補助金等会計 868,939

　　合計 868,939 868,939

資産合計 868,939

Ⅱ　負債の部 0

１　未払金
　①　Ⅰ水田農業改革支援事業補助金等会計
　　（内訳）　・2月分コピ－代 46,815
　　　　　　　 ・3月分郵便代 1,100
　　　　　　　 ・3月分振込手数料　 2,200
               ・「水田リノベーション事業」返金（いわき市） 96,000

合計 146,115 146,115

負債合計 146,115
正味財産 722,824

　財　　　産　　　目　　　録

金                 額
摘      　　             要

令和４年３月３１日現在





 
 
 
 

参考資料 

〇水田農業をめぐる情勢 

 

〇福島県産麦・大豆の今後の取り扱い方針 

 

〇令和４年産米以降における制度別・用途別品

種構成（論点整理） 

 

〇穀物検定協会への食味試験出品対応（生産

者・ほ場報告依頼）      

 

〇残高証明書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

水田農業をめぐる情勢 
 

１．令和３年産米関係 

（１）相対取引価格（令和４年３月末累計） 

〇相対取引価格動向（令和４年３月末） 

産地 銘柄 ３年産 ２年産 ３年－２年 ３年/２年
中通りコシヒカリ 11,038 13,245 ▲ 2,207 83
会津コシヒカリ 14,171 14,929 ▲ 758 95
浜通りコシヒカリ 11,740 13,720 ▲ 1,980 86
ひとめぼれ 11,193 13,081 ▲ 1,888 86
天のつぶ 11,275 12,429 ▲ 1,154 91

全国 通年 12,903 14,529 ▲ 1,626 89
（参考）新潟 コシヒカリ一般 15,621 16,490 ▲ 869 95

注）包装込・税込価格

単位：円/60kg、%

福島

 
 

（参考）会津コシヒカリの月別価格・契約数量推移 

価格 数量 価格 数量

９月 13,447 126 15,142 125

10月 12,590 4,818 15,325 945

11月 13,073 1,589 15,089 1,203

12月 12,524 887 14,705 1,168

１月 12,676 2,325 15,222 12,529

２月 15,192 15,700 14,748 1,511

３月 12,855 1,254 15,242 1,969

累計値 14,171 26,699 15,152 19,450

令和３年産 令和２年産

単位：円／６０ｋｇ・㌧

 
 

（参考）３年産米全体米価試算（令和４年３月末） 

区分 銘柄 地域等 ３年産 2年産 3年-2年　 3年/2年
中通り 35 54 11,038 13,245 ▲ 2,207 83
浜通り 4 7 11,740 13,720 ▲ 1,980 86
会津 25 39 14,171 14,929 ▲ 758 95
計 64 100 12,308 13,934 ▲ 1,626 88

22 11,193 13,081 ▲ 1,888 86
14 11,275 12,429 ▲ 1,154 91

100 11,917 13,535 ▲ 1,618 88
12,903 14,529 ▲ 1626 89

単位：％、円／６０ｋｇ
ウェイト

福島県

全国

コシヒカリ

ひとめぼれ
天のつぶ

計

 
 

（参考）３年産米生産者手取試算（令和４年３月末累計価格より試算） 

３年産 ２年産 3年-2年
全算入生産費 円／１０ａ A 120,376 120,376 0
物財費 円／１０ａ B 75,656 75,656 0
販売価格 円／６０ｋｇ C 11,917 13,535 ▲ 1,618
流通経費 円／６０ｋｇ D 2,000 2,000 0
単収 ｋｇ／１０ａ E 536 544 ▲ 8
生産者手取り 円／１０ａ F=(C-D)*E/60 88,592 104,584 ▲ 15,992
「ナラシ」対策補てん 円／１０ａ G 17,715 4,577 13,138
収入計 円／１０ａ H=F+G 106,307 109,161 ▲ 2,854
生産費との差 円／１０ａ I=H-A ▲ 14,069 ▲ 11,215 ▲ 2,854
物財費との差 円／１０ａ J=H-B 30,651 33,505 ▲ 2,854

注）令和３年産米単収は、１．８５ｍｍ以上（１２月８日公表）で試算。

区分 単位
金額

 



 
（２）集荷数量・契約・販売進度等（令和４年３月末） 

区分 銘柄等 年産 集荷数量 契約数量 販売数量 契約進度 販売進度 契約残数量 販売残数量

３年産 38.40 35.00 13.40 91.15 34.90 3.40 25.00
２年産 44.00 21.20 11.70 48.18 26.59 22.80 32.30
比率・差 87.27 165.09 114.53 42.96 8.30 ▲ 19.40 ▲ 7.30
３年産 30.40 31.50 5.20 103.62 17.11 ▲ 1.10 25.20
２年産 34.60 30.90 10.20 89.31 29.48 3.70 24.40
比率・差 87.86 101.94 50.98 14.31 ▲ 12.37 ▲ 4.80 0.80
３年産 5.00 4.60 1.20 92.00 24.00 0.40 3.80
２年産 6.40 5.60 2.30 87.50 35.94 0.80 4.10
比率・差 78.13 82.14 52.17 4.50 ▲ 11.94 ▲ 0.40 ▲ 0.30
３年産 23.50 20.40 7.80 86.81 33.19 3.10 15.70
２年産 30.10 15.70 8.10 52.16 26.91 14.40 22.00
比率・差 78.07 129.94 96.30 34.65 6.28 ▲ 11.30 ▲ 6.30
３年産 17.30 14.40 4.60 83.24 26.59 2.90 12.70
２年産 25.00 13.60 6.60 54.40 26.40 11.40 18.40
比率・差 69.20 105.88 69.70 28.84 0.19 ▲ 8.50 ▲ 5.70
３年産 124.60 112.40 35.70 90.21 28.65 12.20 88.90
２年産 153.50 95.80 45.70 62.41 29.77 57.70 107.80
比率・差 81.17 117.33 78.12 27.80 ▲ 1.12 ▲ 45.50 ▲ 18.90
３年産 2,849.00 2,438.00 1,113.00 85.57 39.07 411.00 1,736.00
２年産 2,924.00 2,344.00 1,124.00 80.16 38.44 580.00 1,800.00
比率・差 97.44 104.01 99.02 5.41 0.63 ▲ 169.00 ▲ 64.00

参考 ３年産 124.70 114.00 52.70 91.42 42.26 10.70 72.00
新潟 ２年産 133.50 116.00 51.40 86.89 38.50 17.50 82.10

比率・差 93.41 98.28 102.53 4.53 3.76 ▲ 6.80 ▲ 10.10

単位：千㌧、％

コシヒカリ一般

全国

全体

中通コシヒカリ

会津コシヒカリ

浜通りコシヒカリ

ひとめぼれ

福島

天のつぶ

 
 

（３）民間在庫（農家在庫を除く）の動向（令和４年３月末） 
単位：千㌧

４年３月末 ３年３月末 3年-2年　
当年産 123 150 ▲ 27
１年古米 15 17 ▲ 2
全体 140 168 ▲ 28
当年産 2,360 2,450 ▲ 90
１年古米 270 130 140
全体 2,700 2,650 50

（参考） 当年産 174 203 ▲ 29
１年古米 12 10 2
全体 187 213 ▲ 26

区分

福島

全国

新潟
 

 

２．令和４年産米関係 

（１）令和４年３月末現在作付動向 

計画 実績 計画 3/末現在

① ② ③ ④
55,700 54,700 52,600 54,309 ▲ 391 1,709

0 ▲ 1,000 0 1,709 2,709 1,709
SUM(①:⑥) 15,700 16,882 19,400 17,347 465 ▲ 2,053
①飼料用米 7,000 10,038 11,250 11,014 976 ▲ 236
②備蓄米 5,600 5,335 5,300 4,752 ▲ 583 ▲ 548
③加工用米 1,000 397 1,000 415 18 ▲ 585
④ＷＣＳ 1,200 1,031 1,100 1,053 22 ▲ 47
⑤輸出米 100 38 100 68 30 ▲ 32
⑥その他 800 43 650 45 2 ▲ 605

71,400 71,600 72,000 71,656 56 ▲ 344

主食用作付面積
計画面積との差

④-② ④-③

単位：ｈａ

全水稲作付面積

年 産

項 目

非主食用米

４年産３年産

 



 
（２）令和３／４年の需給見通し（試算） 

単位：万㌧

項目 11/19食糧部会 目安ベース 　▲５％ベース　 注釈

令和3年6月末民間在庫量 218 218 218

令和3年産主食用米等生産量 701 701 701

令和3/4年供給量計 919 919 919 907

令和3/4年需要量 702～706 702～706 702～706

令和4年6月末民間在庫量 213～217 213～217 213～217 201～205

令和4年産主食用米等生産量 675 682 661

令和4/5年供給量計 888～892 895～899 874～878 876～880

令和4/5年需要量 692 692 692

令和5年6月末民間在庫量 196～200 203～207 182～186 184～188

令和4/5年供給量計 888～892 895～899 874～878 876～880

令和4/5年需要量 692 692 692

令和5年6月末民間在庫量 196～200 203～207 182～186 184～188

注）（注釈）は11/19食糧部会の数量から特別枠12万㌧を除いた数量。

注）3/2食糧部会での需給見通しは、11/19食糧部会から変更なし。

注）全国の生産数量の目安（面積）は、前年産面積対比▲２％程度。  
 

 ※仮に特別枠１２万㌧が市中に販売されたとしても、令和５年６月末 

在庫が、１２万㌧が本来の意味で市場隔離された場合と同じ水準と

なるためには、令和４年産米の生産量削減は令和３年産米対比▲ 

５％程度必要。 

 

以上 

 

＜添付資料＞ 

〇令和４年産米の地域農業再生協議会別作付動向（令和４年３月末） 



取扱注意　

〇令和４年産制度別・用途別作付動向（令和４年３月末） 単位：ｈａ
主食目安面積 主食用米作付面積主食目安面積との差 加工用米 備蓄米 飼料用米 ＷＣＳ その他 その他計 非主食用米計 全水稲作付面積

A B=J-I C=B-A D E F G 米粉用米 新市場開拓 その他 準ずる H I=SUM(D:H) J
福島市地域農業再生協議会 福島市 1,476 1,557 81 0 52 279 55 1 0 0 0 1 387 1,943

川俣町地域農業再生協議会 川俣町 144 144 0 0 2 74 0 0 0 0 0 0 76 220

伊達市地域農業再生協議会 伊達市 828 879 51 0 20 160 20 0 0 0 0 0 200 1,079

桑折町地域農業再生協議会 桑折町 267 265 ▲ 2 2 13 106 17 0 0 0 0 0 138 403

国見町地域農業再生協議会 国見町 288 298 10 0 24 87 1 0 0 0 0 0 113 411

二本松市地域農業再生協議会 二本松市 1,590 1,626 36 0 30 161 81 0 0 0 0 0 273 1,898

大玉村地域農業再生協議会 大玉村 733 804 71 0 9 63 1 0 0 0 0 0 74 878

本宮市地域農業再生協議会 本宮市 987 1,040 53 0 30 139 6 0 0 0 0 0 175 1,215

相馬市地域農業再生協議会 相馬市 1,330 1,367 37 0 100 598 10 0 0 0 0 0 708 2,075

南相馬市地域農業再生協議会 南相馬市 930 935 5 0 75 2,286 9 0 0 0 0 0 2,370 3,305

新地町地域農業再生協議会 新地町 413 405 ▲ 8 0 85 170 0 0 0 0 0 0 255 660

飯舘地域農業再生協議会 飯舘村 49 46 ▲ 3 0 0 108 56 0 0 0 0 0 164 211

郡山市農業再生協議会 郡山市 6,317 6,389 72 8 658 931 35 1 6 0 0 7 1,639 8,028

田村市地域農業再生協議会 田村市 1,125 1,184 59 0 24 205 108 0 0 0 0 0 337 1,521

三春町地域農業再生協議会 三春町 281 285 4 0 2 35 1 0 0 0 0 0 38 322

小野町地域農業再生協議会 小野町 398 398 ▲ 0 0 10 46 4 0 0 0 0 1 60 458

いわき地域農業再生協議会 いわき市 3,077 3,219 142 4 119 753 32 1 0 0 0 1 908 4,127

広野町地域農業再生協議会 広野町 110 113 3 0 15 63 0 0 0 0 0 0 78 191

楢葉町地域農業再生協議会 楢葉町 129 129 ▲ 1 0 22 143 16 0 0 0 0 0 181 310

富岡町地域農業再生協議会 富岡町 30 29 ▲ 1 0 0 45 9 0 0 0 0 0 54 83

川内村地域農業再生協議会 川内村 90 92 2 0 0 113 1 0 0 0 0 0 115 207

大熊町地域農業再生協議会 大熊町 2 2 0 0 0 8 0 0 0 0 0 0 8 10

双葉町地域農業再生協議会 双葉町 20 19 ▲ 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 20

浪江町地域農業再生協議会 浪江町 108 199 91 0 0 19 2 0 0 0 0 0 21 220

葛尾村地域農業再生協議会 葛尾村 27 21 ▲ 6 0 6 20 11 0 0 0 0 0 36 57

須賀川市地域農業再生協議会 須賀川市 3,555 3,661 106 210 339 500 17 0 2 0 1 3 1,069 4,731

鏡石町地域農業再生協議会 鏡石町 665 700 35 3 48 92 0 0 0 0 0 0 143 843

天栄村地域農業再生協議会 天栄村 660 702 42 0 32 117 6 0 0 0 0 0 156 858

石川町農業再生協議会 石川町 551 571 20 0 0 118 37 0 0 0 0 0 155 726

玉川町農業再生協議会 玉川村 265 251 ▲ 14 0 0 40 1 0 0 0 0 0 41 292

平田村農業再生協議会 平田村 356 356 0 0 14 130 15 0 0 0 0 0 159 515

浅川町農業再生協議会 浅川町 394 395 1 0 0 103 2 0 0 0 0 0 105 499

古殿町農業再生協議会 古殿町 192 209 17 0 0 36 24 0 0 0 0 0 60 269

白河市農業再生協議会 白河市 2,809 2,771 ▲ 38 6 148 500 24 0 0 0 0 0 678 3,449

西郷村農業再生協議会 西郷村 674 685 11 0 19 138 117 0 0 0 0 0 274 958

泉崎村地域農業再生協議会 泉崎村 505 504 ▲ 1 0 112 50 1 0 0 0 0 0 163 667

中島村地域農業再生協議会 中島村 385 382 ▲ 3 0 94 63 0 0 0 0 0 0 157 540

矢吹町農業再生協議会 矢吹町 1,077 1,124 47 0 104 58 10 0 0 0 0 0 172 1,296

棚倉町農業再生協議会 棚倉町 703 698 ▲ 5 2 8 225 25 0 0 0 0 0 260 957

矢祭町地域農業再生協議会 矢祭町 238 244 6 0 23 60 9 0 0 0 0 0 92 336

塙町農業再生協議会 塙町 400 405 5 0 42 49 12 0 0 0 0 0 103 508

鮫川村地域農業再生協議会 鮫川村 188 180 ▲ 8 0 1 67 56 3 0 1 0 4 128 307

会津若松市農業再生協議会 会津若松市 3,434 3,642 208 35 726 415 8 0 0 0 0 0 1,184 4,826

磐梯町地域農業再生協議会 磐梯町 310 272 ▲ 38 0 36 65 0 0 0 0 0 0 101 374

猪苗代町農業活性化協議会 猪苗代町 1,358 1,341 ▲ 17 84 500 312 19 0 0 0 0 0 915 2,256

喜多方市農業振興協議会 喜多方市 4,422 4,525 103 39 392 570 117 0 42 0 0 42 1,160 5,685

北塩原村農業再生協議会 北塩原村 179 176 ▲ 3 0 12 8 0 0 0 0 0 0 20 197

西会津町農業再生協議会 西会津町 524 529 5 0 5 26 2 0 0 0 0 0 34 563

会津坂下町 1,893 1,998 105 19 386 180 41 1 4 0 2 6 632 2,630

湯川村 672 666 ▲ 6 0 222 60 0 0 0 0 0 0 282 948

柳津町 244 250 6 0 18 7 0 0 0 0 0 0 25 275

三島町 36 35 ▲ 1 1 1 2 0 0 0 0 0 0 4 39

金山町 105 105 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 105

昭和村 149 146 ▲ 3 0 3 20 0 0 0 0 0 0 23 169

会津美里町 2,131 2,169 38 3 399 225 0 0 14 0 0 14 641 2,811

計 5,230 5,371 141 23 1,029 493 41 1 18 0 2 20 1,606 6,977

下郷町農業再生協議会 下郷町 349 370 21 0 1 4 0 0 0 0 0 0 5 375

只見町農業再生協議会 只見町 324 324 0 0 28 55 0 2 0 0 0 2 85 409

南会津町農業再生協議会 南会津町 800 800 0 0 52 104 35 0 0 0 0 0 191 992

福島県計 52,600 54,309 1,709 415 4,752 11,014 1,053 9 68 1 35 112 17,346 71,656

地域農業再生協議会 市町村名

会津みどり地域農業再生協議会



取扱注意　

〇令和４年産制度別・用途別作付動向（令和４年３月末） 単位：ｈａ

飼料用米 備蓄米 飼料用米 備蓄米
福島市地域農業再生協議会 福島市 1,557 387 279 52 1,943 0 0 0 0 0

川俣町地域農業再生協議会 川俣町 154 56 54 2 210 ▲ 10 20 20 0 10

伊達市地域農業再生協議会 伊達市 871 228 140 66 1,099 8 ▲ 28 20 ▲ 45 ▲ 20

桑折町地域農業再生協議会 桑折町 281 122 91 13 403 ▲ 16 16 15 0 ▲ 0

国見町地域農業再生協議会 国見町 304 107 81 24 410 ▲ 6 6 6 0 0

二本松市地域農業再生協議会 二本松市 1,662 251 140 30 1,913 ▲ 36 21 21 0 ▲ 15

大玉村地域農業再生協議会 大玉村 777 108 45 62 886 27 ▲ 35 18 ▲ 53 ▲ 8

本宮市地域農業再生協議会 本宮市 1,035 188 117 66 1,223 4 ▲ 13 23 ▲ 36 ▲ 9

相馬市地域農業再生協議会 相馬市 1,408 603 476 117 2,011 ▲ 41 105 122 ▲ 17 64

南相馬市地域農業再生協議会 南相馬市 871 2,433 2,286 138 3,305 63 ▲ 63 ▲ 0 ▲ 63 0

新地町地域農業再生協議会 新地町 429 231 152 79 660 ▲ 24 24 18 6 0

飯舘地域農業再生協議会 飯舘村 45 140 88 3 185 1 25 20 ▲ 3 26

郡山市農業再生協議会 郡山市 6,467 1,564 860 658 8,031 ▲ 78 75 71 0 ▲ 3

田村市地域農業再生協議会 田村市 1,175 356 200 52 1,531 9 ▲ 18 5 ▲ 29 ▲ 10

三春町地域農業再生協議会 三春町 293 31 29 2 324 ▲ 8 7 6 0 ▲ 2

小野町地域農業再生協議会 小野町 405 53 40 10 458 ▲ 7 7 6 0 0

いわき地域農業再生協議会 いわき市 3,269 883 727 119 4,152 ▲ 51 25 25 ▲ 0 ▲ 25

広野町地域農業再生協議会 広野町 101 73 58 14 174 12 5 5 1 17

楢葉町地域農業再生協議会 楢葉町 111 177 142 22 288 18 4 1 0 22

富岡町地域農業再生協議会 富岡町 20 34 32 2 54 9 20 13 ▲ 2 29

川内村地域農業再生協議会 川内村 88 113 113 0 202 4 1 0 0 5

大熊町地域農業再生協議会 大熊町 0 2 0 2 2 2 6 8 ▲ 2 8

双葉町地域農業再生協議会 双葉町 19 1 1 0 20 0 0 0 0 0

浪江町地域農業再生協議会 浪江町 81 86 38 42 167 117 ▲ 65 ▲ 18 ▲ 42 53

葛尾村地域農業再生協議会 葛尾村 23 26 12 6 48 ▲ 2 10 7 0 9

須賀川市地域農業再生協議会 須賀川市 3,723 1,010 446 339 4,734 ▲ 62 59 54 ▲ 0 ▲ 3

鏡石町地域農業再生協議会 鏡石町 700 143 92 48 843 0 0 0 0 0

天栄村地域農業再生協議会 天栄村 702 156 117 32 858 0 0 0 0 0

石川町農業再生協議会 石川町 571 155 118 0 726 0 ▲ 0 0 0 0

玉川町農業再生協議会 玉川村 265 34 33 0 299 ▲ 14 7 7 0 ▲ 7

平田村農業再生協議会 平田村 357 158 130 14 515 ▲ 1 1 0 0 0

浅川町農業再生協議会 浅川町 394 105 103 0 499 0 ▲ 0 ▲ 0 0 0

古殿町農業再生協議会 古殿町 192 79 53 0 271 17 ▲ 19 ▲ 17 0 ▲ 2

白河市農業再生協議会 白河市 2,809 641 461 148 3,449 ▲ 38 37 39 0 ▲ 0

西郷村農業再生協議会 西郷村 695 264 128 19 958 ▲ 10 10 10 0 0

泉崎村地域農業再生協議会 泉崎村 505 163 47 112 668 ▲ 1 0 3 0 ▲ 1

中島村地域農業再生協議会 中島村 385 155 60 95 540 ▲ 3 3 3 ▲ 0 0

矢吹町農業再生協議会 矢吹町 1,133 163 48 104 1,296 ▲ 10 10 10 ▲ 0 0

棚倉町農業再生協議会 棚倉町 719 240 205 8 958 ▲ 21 20 20 0 ▲ 1

矢祭町地域農業再生協議会 矢祭町 245 90 59 23 336 ▲ 1 1 1 0 0

塙町農業再生協議会 塙町 420 101 48 42 520 ▲ 15 2 1 0 ▲ 13

鮫川村地域農業再生協議会 鮫川村 199 125 63 1 324 ▲ 20 3 4 0 ▲ 17

会津若松市農業再生協議会 会津若松市 3,643 1,184 415 726 4,827 ▲ 1 0 0 0 ▲ 1

磐梯町地域農業再生協議会 磐梯町 328 65 37 27 392 ▲ 55 37 28 9 ▲ 18

猪苗代町農業活性化協議会 猪苗代町 1,410 842 293 446 2,252 ▲ 69 73 19 54 4

喜多方市農業振興協議会 喜多方市 4,711 974 327 470 5,685 ▲ 186 186 243 ▲ 78 0

北塩原村農業再生協議会 北塩原村 179 17 8 8 196 ▲ 3 3 0 3 1

西会津町農業再生協議会 西会津町 546 31 22 6 577 ▲ 17 3 5 ▲ 1 ▲ 14

会津坂下町 2,029 601 163 386 2,630 ▲ 31 31 17 ▲ 0 0

湯川村 672 276 79 197 948 ▲ 6 6 ▲ 19 25 ▲ 0

柳津町 258 22 5 17 280 ▲ 8 3 2 1 ▲ 5

三島町 35 3 1 1 38 0 1 1 0 1

金山町 105 0 0 0 105 1 0 0 0 1

昭和村 150 19 16 3 169 ▲ 4 4 3 0 ▲ 0

会津美里町 2,248 559 151 399 2,807 ▲ 79 82 74 0 4

計 5,497 1,480 415 1,003 6,977 ▲ 126 126 78 26 ▲ 0

下郷町農業再生協議会 下郷町 369 14 4 10 383 1 ▲ 9 0 ▲ 9 ▲ 8

只見町農業再生協議会 只見町 342 68 43 20 409 ▲ 18 17 12 8 ▲ 0

南会津町農業再生協議会 南会津町 845 146 61 52 992 ▲ 45 45 43 0 0

福島県計 54,700 16,882 10,038 5,335 71,600 ▲ 391 464 976 ▲ 583 56

非主食用米 全水稲作付面積

会津みどり地域農業再生協議会

地域農業再生協議会 市町村名
３年産米 ４年産－３年産

主食用米 非主食用米 全水稲作付面積 主食用米
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福島県産麦の今後の取り扱い方針

福 島 県 水 田 農 業 産 地
づ く り 対 策 等 推 進 会 議
福 島 県 水 田 畑 作 課
Ｊ Ａ 福 島 中 央 会
Ｊ Ａ 全 農 福 島 県 本 部

はじめに

〇福島県産麦は、平成２３年３月に発生した東日本大震災および東
京電力福島第一原子力発電所事故の発生以降、需要構造が大幅に
変化し、現状の生産規模は作付面積で震災前の約８９％の水準
（令和２年産）にとどまっている。

〇一方、浜通りを中心とする営農再開地域および各地の大規模生産
組織において、麦は水田における土地利用型作物の作付体系上、
今後とも重要な作物として位置づけられる。

〇ついては、福島県産麦をめぐる現状と、それを踏まえた今後の取
り扱いの考え方を提示し、具体化をすすめる。
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福島県における麦作の現状・課題

１．生産面
（１）作付面積の推移

〇小麦は現在、震災前の作付面積の９３％水準まで回復。特に浜通りでは営農再
開により、面積が震災前以上に拡大。

（２）県内団地の水田作付面積

〇作付け面積のうち、約６０％が１ｈａ以上作付けの団地で生産されている状況。

（３）令和３年産小麦の品種別作付面積
〇現状「きぬあずま」が全体作付面積の約４８％を占める。しかし「きぬあず
ま」は他県での作付はなく、福島県のみで栽培されている状況。

〇「きぬあずま」「ゆきちから」は県奨励品種、「さとのそら」は関東地区での
主力品種で令和２年産までＪＡ全農福島県本部が相馬地区で展示ほを設置し、
試験栽培を実施。

（４）単収の推移
〇会津地区での単収が低く、銘柄としては「ゆきちから」の単収が低い状況。
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単位：ha

麦種 地域 H22年産 R元年産 R２年産　 R３年産(※)　

中通り 73 58 68 51

浜通り 164 187 228 234

会津 204 113 113 92

計 441 358 409 377

大麦 全域 41 11 20 28

482 369 429 405

小麦

合計

単位：ha

団地面積 H22年産 H24年産 R元年産 R２年産
中通り 16 16 13 12
浜通り 192 87 188 203
会津 143 70 46 52
計 350 172 247 267

品種 面積 比率

きぬあずま 181 48

ゆきちから 165 44

さとのそら 27 7

その他 4 1

計 377 100

単位：ha、%

麦種 品種 H22年産（※） R元年産 R２年産　 R３年産（※）

きぬあずま － 457 304 292

ゆきちから － 85 151 156

さとのそら － － 286 222

計 148 283 248 227

198 259 230 134

152 283 248 220

小麦

大麦

計

単位：kg/10a

〇作付面積の推移

注）Ｒ３年産は全農の出荷契約面積を記載。

注）県調べ、県内で１ha以上麦作付している団地の水田面積。

〇令和３年産小麦の品種別作付面積

〇単収の推移

注１）H22年産（※）単収は、農林水産統計の県単収を記載。
注２）R３年産（※）単収は全農の出荷契約面積を記載。

注）全農の出荷契約ベースの面積の比率

〇県内団地の水田作付面積

２．需要面
（１）小麦

〇「きぬあずま」
・震災以降、学校給食における県産麦使用製品の需要がなくなり、この状況
は現在も継続。このため、最終需要が固定せず、円滑な使用・消費が困難
な状況。

〇「ゆきちから」
・県内においてパン・麺用として需要は一定量存在。しかしながら生産量が
少なく、製粉・販売に苦慮。

〇「さとのそら」
・関東地区での主力品種。一部需要者からは、混合して使用できるので「き
ぬあずま」より使用しやすいとの評価。

（２）大麦
〇現在、生産量が少なく、実質県内需要者の使用はなく、他県の精麦業者で
使用。
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３．課題
〇需要面から「きぬあずま」を中心とした生産・販売の継続は困難。

大胆な品種転換の検討と新たな需要の確保が必要。

○地域によっては単収が低く、十分収入が確保できない状態が継続し
ており、生産技術、生産意欲に課題がある。

○大麦については生産量が少なく、継続的な生産販売に課題がある。
単位：㌧

販売先 品種 契約数量

きぬあずま 46

ゆきちから 156

その他 2

計 204

きぬあずま 443

さとのそら 75

計 517

Ｃ精麦 大麦 10

732

Ａ製粉

Ｂ製粉

合計

今後の取り扱いの考え方
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１．麦作の位置づけ
〇相双地区においては、営農再開がすすむなか、水稲だけでの規模拡大は限界。
このため麦の位置づけは今後高まっていく。

○その他地域においても大規模生産組織を中心として、水田作における主要作目
として麦作の生産拡大・定着を図るとともに生産性を向上させる。

２．生産目標面積
○令和６年産で５００ｈａを目標として、地域別・麦種別・銘柄別の生産計画を
策定（内容、別添のとおり）。

３．麦種・品種の取り扱い
〇小麦
・「きぬあずま」から「さとのそら」「ゆきちから」主体の作付体系への転換
をすすめる。

・「きぬあずま」から他品種への転換は令和６年までの完了を目指す。

〇大麦
・地域の６次化等の固定需要を除き、基本的に全て小麦へ転換する。

４．技術対策
○生産性向上のため、排水対策、赤かび病防除等の基本技術の徹底を図り、その
ためモデルとなる生産組織の取り組みを紹介する。

○「さとのそら」については、相馬地区に展示ほを設置し、技術対策の普及・徹
底を図る。

５．種子対策
○「さとのそら」については、奨励品種決定調査を早期にすすめる。
○当面の間「さとのそら」の種子については米改良協会を通じて他県から供給。

６．安全安心対策
〇放射能検査対応
・穀類の緊急時環境放射線モニタリング検査を各市町村ごと（被災１２市町村は、
旧市町村ごと）に実施し、安全性を確認する。

〇赤かび病対策
・現地生産者に対する技術情報誌の発行や、航空防除関係者との情報共有により、
効果的な適期防除を実施していく。

７．実需者対応
○麦種別に定期的に需要者との意見交換を実施し、需要者ごとに対応した品種の
生産を進め、播種前契約の実施を目指す。
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地域別・銘柄別等作付計画

１．県内の麦類作付面積の推移と、令和６年産までの作付計画
○小麦は、浜通り相双地区の営農再開地区の水田を中心に、作付拡大を目指す。
○中通り・会津は、麦の作付地域が限られており、大規模な面積拡大の見込み
は低いことから、既存の作付地域を中心に、面積を維持。

小麦の県内作付推移と作付計画（素案）

地域
H22
年産

H23
年産

R元
年産

R２
年産

R３
年産

R４
年産

R５年産
（計画）

R６年産
（計画）

中通り 73 59 57 68 50 51 50 55
浜通り 164 162 190 228 234 237 285 325
会津 204 207 113 113 92 119 120 120
合計 441 428 360 409 376 407 455 500

※R２年産までの各地域面積は、農林水産統計値を参照
※R３、４年産の面積は、全農福島の出荷契約面積より算出
※R５～R６年産の計画面積は、各地域の面積推移を参考に作成

単位：ｈａ
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２．品種別作付計画
（１）中通り

〇実需者の固定需要を除き、「きぬあずま」から「ゆきちから」への転換促進。
（２）会津
〇「ゆきちから」の作付を維持。

（３）浜通り
〇現状、主要品種である「きぬあずま」について、実需者の固定需要を除き、
「ゆきちから」「さとのそら」への転換を促進。

麦類の品種別作付計画 単位：ｈａ

麦種 品種 地域 Ｒ２年産 Ｒ３年産 Ｒ４年産
Ｒ５年産
(計画)

Ｒ６年産
(計画)

中通り 34 29 33 30 20

会津 0 0 0 0 0

浜通り 153 152 137 80 20

187 181 170 110 40

中通り 0 0 0 0 15

会津 0 0 0 0 0

浜通り 29 27 22 130 230

29 27 22 130 245

中通り 32 19 16 20 20

会津 112 92 119 120 120

浜通り 46 55 78 75 75

190 166 213 215 215

3 2 2 0 0

409 376 407 455 500

※Ｒ２年産の品種別作付面積は、県調べ

※Ｒ３、４年産の品種別の面積計は、全農福島の出荷契約面積を参照

小麦

合計

きぬあずま

計

さとのそら

計

ゆきちから

計

その他品種

３．単収目標
〇浜通りで「きぬあずま」より低収の小麦「さとのそら」について、収量確保の栽
培技術を確立し、「きぬあずま」と同等の単収３５０kg/10aを目指す。
○会津の「ゆきちから」は、基本技術の励行により、単収１５０kg/10aを目指す。

麦種 品種 地域 Ｒ２年産 Ｒ３年産
Ｒ４年産
(計画)

Ｒ５年産
(計画)

Ｒ６年産
(計画)

中通り 221 184 200 200 200

会津 0 0 0 0 0

浜通り 304 296 350 350 350

291 278 - - -

中通り 0 0 0 0 200

会津 0 0 0 0 0

浜通り 302 277 300 350 350

302 277 - - -

中通り 194 113 200 200 200

会津 65 74 80 120 150

浜通り 219 451 320 320 320

139 204 - - -

- - 0 0 0

248 227 243 261 272

※Ｒ２、３年産の品種別単収は、全農福島の出荷数量より算出

合計

単位：kg/10a

小麦

きぬあずま

計

さとのそら

計

ゆきちから

計

その他品種

単位：㌧　

麦種 品種 地域 Ｒ２年産 Ｒ３年産
Ｒ４年産
(計画)

Ｒ５年産
(計画)

Ｒ６年産
(計画)

中通り 75 53 66 60 40

会津 0 0 0 0 0

浜通り 465 449 480 280 70

543 503 546 340 110

中通り 0 0 0 0 30

会津 0 0 0 0 0

浜通り 88 75 66 455 805

88 75 66 455 835

中通り 62 22 32 40 40

会津 73 68 95 144 180

浜通り 101 248 250 240 240

263 338 377 424 460

- - 0 0 0

1,014 854 988 1,219 1,405

※Ｒ２年産の生産量合計は、農林水産統計より

※Ｒ３年産の生産量合計は、全農福島の出荷契約面積より算出

合計

小麦

きぬあずま

計

さとのそら

計

ゆきちから

計

その他品種
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福島県産大豆の今後の取り扱い方針

福 島 県 水 田 農 業 産 地
づ く り 対 策 等 推 進 会 議
福 島 県 水 田 畑 作 課
Ｊ Ａ 福 島 中 央 会
Ｊ Ａ 全 農 福 島 県 本 部

はじめに

〇福島県産大豆は、平成２３年３月に発生した東日本大震災および
東京電力福島第一原子力発電所事故の発生以降、需要構造が大幅
に変化し、現状の生産規模は団地面積で震災前の約６５％の水準
（令和２年産）にとどまっている。

〇一方、浜通りを中心とする営農再開地域および各地の大規模生産
組織において、大豆は水田における土地利用型作物の作付体系上、
今後とも重要な作物として位置づけられる。

〇ついては、福島県産大豆をめぐる現状と、それを踏まえた今後の
取り扱いの方向性についての考え方を提示し、具体化をすすめる。
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福島県における大豆の現状・課題

１．生産面
（１）作付面積の推移、団地の状況

〇相双の営農再開により、浜通りでは大豆の作付面積が震災直後から徐々
に回復傾向にあるが、中通り・会津では、作付面積の減少が続いている。

〇商品流通する大豆の大部分は、団地化された産地で生産されているが、
令和３年産で団地での作付け面積は８００ｈａ弱と推定され、近年浜通
りの作付けが拡大している。

（２）品種別作付動向
〇銘柄は里のほほえみの作付けが５８％を占めており、タチナガハ２３％、
あやこがね１１％と続き、あやこがねは会津中心の作付けとなっている。

（３）単収の推移
〇単収は、年産・地域によって変動があるが、全体として低く概ね１２０

ｋｇ／１０ａ程度で推移し、中通りの単収が低い傾向にある。
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地区名 品種 R元年産 R２年産 R３年産

里のほほえみ 149 166

あやこがね 11 11

タチナガハ 107 57

里のほほえみ 10 11

あやこがね 133 71

タチナガハ 16 13

里のほほえみ 127 172

タチナガハ 292 225

845 726 0

286 349 491

144 82 97

415 295 193

845 726 781

34 41 58

17 10 11

49 35 23

100 86 92

※全農福島の出荷契約面積

単位：ha・％

中通り

合計

会津

浜通り

里のほほえみ

あやこがね

タチナガハ

合計

里のほほえみ

あやこがね

タチナガハ

合計

県内大豆団地の水田作付面積 単位：ha

地域 H22年産 H23年産 H24年産 R元年産 R2年産 R3年産

中通り 220 339 314 185 167

浜通り 541 148 162 365 356

会津 307 327 288 204 176

合計 1,067 814 764 754 699 781

※県調べ。県内で１ha以上大豆作付している団地の水田面積

※令和３年産の数値は、全農福島の出荷契約面積

県産大豆の検査数量 単位：t

H22年産 H23年産 H24年産 R元年産 R２年産

普通大豆 894 1066 1095 686 1038

特定大豆 277 288 182 113 122

合計 1,171 1,354 1,277 799 1,160

※農林水産統計より

県産大豆の地域別・品種別作付面積

２．需要面
（１）里のほほえみ

〇県内外の実需者へ、豆腐、味噌、納豆（ひきわり）等の原料として販売され
ている。北陸、関東を中心に他県でも広く作付されている。

（２）タチナガハ
〇県内の実需者を中心に、豆腐、味噌等の原料として一定の需要がある他、一
部県外の加工業者からも、味噌の原料として需要がある。

（３）あやこがね
〇県内の実需者に、豆腐、味噌、醤油、納豆等の原料として使用されている。
「会津産あやこがね」を100％使用した加工品（納豆、味噌）が販売される
など、一定の需要がある。

単位：ha、t

品種 契約面積 契約数量

タチナガハ 193 280

里のほほえみ 491 732

あやこがね 97 132

合計 781 1,144

※令和２年産の全農福島出荷契約面積・数量
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３．課題
（１）生産面
〇地域の生産者により、適期作業や排水対策、雑草防除が不十分なほ場が
あり、収量・品質が全国平均より低い。

（２）品種面
○「タチナガハ」は平成８年に奨励品種に採用されてから年数が経過して
おり、小粒化など、形質の劣化が懸念される。

○「あやこがね」は「大豆黒根腐病」の病害耐性が弱く、会津の一部団地
でも発生が確認されており、今後発生の拡大が懸念される。

（３）実需面

○県内の実需者、加工業者からは、加工しやすさや製品の食味が優れると
の評価から、「タチナガハ」「あやこがね」を望む声もあり、「タチナ
ガハ」「あやこがね」の固定需要と、「里のほほえみ」の実需者需要の
把握が必要となっている。

今後の取り扱いの考え方



2022/5/29

5

１．大豆作の位置づけ
○相双地域においては、営農再開が進む中、担い手一戸当たりの経営面積が拡
大傾向にあり、水稲以外の主要な土地利用型作物として、大豆の作付拡大が
見込まれる。

○その他の地域においては、需要に応じた米作りの推進と併せて、既存団地の
水田を中心に、大豆の作付拡大と、基本技術の励行による生産性向上を図る。

２．生産目標面積
〇令和６年産で県内大豆団地の水田で１，０００haの作付を目標とし、地域別、
品種別の計画を作成する。

３．品種の取り扱い
〇「里のほほえみ」主体の作付拡大を図るとともに、「タチナガハ」「あやこ
がね」については、固定の需要量を継続して確保する。

４．技術対策
○排水対策の徹底（明渠・暗渠施工、畦立て同時播種等の湿害軽減技術の推進）
○適期播種、適期収穫の徹底
○難防除雑草をはじめとする雑草対策の徹底

５．種子対策
〇「里のほほえみ」については、現状、県内の種子注文総量の約４割を県外（山
形県）から購入している。今後、米改良協会と農業総合センターと連携し、県
産「里のほほえみ」の供給量拡大について検討していく。

６．安全確保対策
〇穀類の緊急時環境放射線モニタリング検査を各市町村ごと（被災十二市町村は、
旧市町村ごと）に実施し、安全性を確認する。

７．実需者対応
〇県内の主な実需者を中心に、既存品種の需要実態を把握し、需要に応じた品種
の作付拡大を検討する。
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地域別・銘柄別等作付計画

１．県内の大豆作付面積の推移と、令和６年産までの作付計画
〇中通り・会津では、既存の大豆団地を中心に作付を推進し、令和６年産で
中通り２５０ha、会津２５０haの水田作付を目指す。

〇浜通りでは相双の営農再開地域を中心に、大豆の団地化を推進し、令和６
年産で５００haの水田作付を目指す。

県内大豆団地の水田作付推移と作付計画（案）

地域
H22
年産

H23
年産

R元
年産

R２
年産

R３
年産

R４年産
（計画）

R５年産
（計画）

R６年産
（計画）

中通り 220 339 185 167 190 220 250
浜通り 541 148 365 356 500 500 500
会津 307 327 204 176 190 220 250
合計 1067 814 754 699 781 880 940 1000

※R２年産までの数値は、県調べ。県内で１ha以上大豆作付している団地の水田面積
※R３年産の合計面積は、全農福島の出荷契約面積
※令和４～６年産の計画面積は、各地域の面積推移を参考に作成

単位：ｈａ
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２．品種別作付計画
（１）中通り

〇固定需要の「あやこがね」「タチナガハ」を確保しつつ、面積拡大は「里のほ
ほえみ」を中心に進める。

（２）会津
〇固定需要の「あやこがね」の生産を確保する。

（３）浜通り
〇固定需要の「タチナガハ」を確保しつつ、面積拡大は「里のほほえみ」を中心
に進める。

大豆団地における品種別作付計画 単位：ｈａ

品種 地域 Ｒ元年産 Ｒ２年産 Ｒ３年産
Ｒ４年産
（計画）

Ｒ５年産
(計画)

Ｒ６年産
(計画)

中通り 149 166 130 150 180

会津 10 11 50 70 80

浜通り 127 172 270 270 270

286 349 491 450 490 530

中通り 11 11 10 10 10

会津 133 71 130 140 160

浜通り 0 0 0 0 0

144 82 97 140 150 170

中通り 107 57 50 60 60

会津 16 13 10 10 10

浜通り 292 225 230 230 230

415 295 193 290 300 300

845 726 781 880 940 1,000

※Ｒ元～２年産の品種別面積、Ｒ３年産の合計面積は、全農福島の出荷契約面積

合計

里のほほえみ

計

あやこがね

計

タチナガハ

計

３．単収目標
〇適期播種、排水対策、難防除雑草等の技術対策徹底により、令和６年産で中通
りは単収130kg/10a、会津は単収150kg/10a、浜通りは単収180kg/10aを目指す。
（参考：R2水田単収 中通り105kg/10a、会津139kg/10a、浜通り152kg/10a）

品種 地域 Ｒ元年産 Ｒ２年産 Ｒ３年産
Ｒ４年産
(計画)

Ｒ５年産
(計画)

Ｒ６年産
(計画)

中通り 85 114 110 120 130

会津 230 105 130 140 150

浜通り 132 142 160 170 180

111 131 - - - -

中通り 22 29 110 120 130

会津 59 162 130 140 150

浜通り 0 0 160 170 180

56 144 - - - -

中通り 89 75 110 120 130

会津 215 163 130 140 150

浜通り 8 120 160 170 180

37 113 - - - -

65 125 - 141 151 160

※Ｒ元年～２年産の品種別単収は、全農福島の出荷契約面積より算出

合計

単位：kg/10a

里のほほえみ

計

あやこがね

計

タチナガハ

計

単位：㌧　

品種 地域 Ｒ元年産 Ｒ２年産 Ｒ３年産
Ｒ４年産
(計画)

Ｒ５年産
(計画)

Ｒ６年産
(計画)

中通り 127 189 143 180 234

会津 23 12 65 98 120

浜通り 168 244 432 459 486

317 457 - 640 737 840

中通り 2 3 11 12 13

会津 78 115 169 196 240

浜通り 0 0 0 0 0

81 118 - 180 208 253

中通り 95 43 55 72 78

会津 34 21 13 14 15

浜通り 23 270 368 391 414

154 333 - 436 477 507

549 908 - 1,256 1,422 1,600合計

里のほほえみ

計

あやこがね

計

タチナガハ

計



令和４年産米以降における制度別・用途別品種構成（論点整理） 

 

１．水田農業をめぐる中長期的な情勢認識 

 〇人口減少、コロナ禍の継続により、当面需要減少は継続し、主食 

用米の作付削減は今後とも暫くは避けられない。 

〇一方、福島県においては営農再開地域における水稲作付面積は 

今後とも拡大する可能性。 

〇需要構造として、コロナ禍は家庭食より業務用需要への影響が

大きいが、中長期的には世帯数の増加等により中食・外食のみで

はなく、家庭内食での簡便性追求の観点からも加工品原料とし 

ての需要は今後とも堅実に推移すると想定。 

〇また、水稲による水田フル活用の観点からは、飼料用米を中心 

としつつも加工用米・輸出用米へのより一層の転換も必要。 

〇このため、単に主食用米の削減にとどまらず、主食用米・飼料 

用米・加工用米・輸出用米全般としてのコスト削減の取り組み 

が競争力強化の観点からは避けられない状況。 

〇また、近年における地球温暖化による気象変動をふまえ、安定 

的な品質・収量確保の観点から現行栽培技術の総点検が必要な 

状況にある。 

〇更に、近年における大規模な需給調整の取り組みの必要性に対 

応しての品種転換が間に合わない事態も見られ、種子注文から 

の仕組みの見直し検討も課題。 

 

２．令和３・４年産米における状況 

（１）令和３年産米 

 〇種子の配布状況からは、「コシヒカリ」「ひとめぼれ」の作付けが 

減少し「天のつぶ」「里山のつぶ」の作付けが増加している状況。 

 〇しかしながら、「天のつぶ」「里山のつぶ」については、作付け 

後、備蓄米のみならず、飼料用米へ相当転換され、結果として 

「コシヒカリ」の主食用米における比率は上昇している可能 

性が高いと想定（令和２年産コシヒカリ比率５２％程度）。 

〇なお、令和３年産米の概算金水準から単収差を考慮すると、「中 

通りコシヒカリ」と「天のつぶ」の１０ａ収入は、ほぼ同水準と 

推定される。 

 

（２）令和４年産米 

〇令和４年産米に向けた消毒種子の注文状況（米改良協会）から 

みると、「コシヒカリ」「ひとめぼれ」の注文は前年を下回って 

令和３年９月２２日開催「第３回品種構成・品質向上対策検討専門部会」資料 



推移。「天のつぶ」「ふくひびき」については当初の採種計画よ 

り多く種子を確保することとしており、実効ベースとの比較で 

はまだ種子に余裕がある状況。 

〇今後、令和４年産米の生産数量の目安（面積）設定等の過程で「コ 

シヒカリ」「ひとめぼれ」は実態として更に減少する可能性。 

 

３．令和４年産米以降における制度別・用途別品種構成等 

（１）検討の視点 

〇品種構成の議論は、需給環境、家庭用・業務用の需要動向、制 

度別・用途別需要動向、目標とすべき米価・手取水準から多面 

的に検討することが必要ではないか。 

 

〇令和３年産米の生産者手取りは、生産費の物財費をなんとかカ 

バーするギリギリの水準にある（令和元年産物財費 69,655 円 

/10a）。 

 

 〇しかしながら、当面の需給環境からこの米価・生産者手取り水 

準は当面続き、むしろこの水準をどう守っていくかが課題。 

 

〇令和３年産米中通り地区の手取試算 

区分 品種 生産者手取 単収 10a収入
戦略作物

助成
計

コシヒカリ 8,800 9 79,200 0 79,200

天のつぶ 7,800 10 78,000 0 78,000

加工用米等 天のつぶ 5,000 10 50,000 20,000 70,000

主食用米

単位：円/60kg、俵/60kg、円/10a

 
 

（２）主食用米 

〇すくなくとも、令和３年産米の手取り水準を維持できるとした 

場合、「コシヒカリ」と「天のつぶ」の１０ａ収入に大きな差 

異はないが、「コシヒカリ」を拡大していけば、天のつぶの販売 

は円滑にすすまず、全体的な価格下落の要因となる可能性。 

〇このため、「コシヒカリ」の価格を一定水準維持し、「天のつぶ 

」等の販売を円滑にすすめるには、コシヒカリの作付比率をさ 

らに縮小する必要があるのではないか。 

 

（３）非主食用米 

〇飼料用米に限らず、加工用米・輸出用米等を拡大していく必要 



がある中、６０ｋｇ当たりコスト削減のため「天のつぶ」を中 

心とする収量性の高い品種の拡大は必要ではないか。 

〇ただし、輸出用向けには「コシヒカリ」が求められるケースも多 

く、制度別・用途別には「コシヒカリ」の多収栽培技術の構築 

も必要ではないか。 

 

（４）品種構成 

〇以上から、「天のつぶ」の作付けを大幅に拡大することが必要 

ではないか。ただし「天のつぶ」についても制度別・用途別に 

栽培技術体系を変える必要があるのではないか。 

〇「里山のつぶ」についても、天のつぶと同じ位置づけで平場での 

作付けをすすめてはどうか。 

〇このため、需要に応じた制度別・用途別品種生産の観点から、現 

状の種子生産・供給体制についても見直しを行う必要があるの 

ではないか。 

 

（５）技術対策 

〇気候変動に対応した品質・収量の維持に向けて現行の栽培技術 

体系の見直しをすすめるとともに、競争力強化・収入確保の観 

点から、品種別・制度別の多収技術の構築が必要ではないか。 

 

以上 



４福島推進会議事第７２０１号 

令 和 ４ 年 ４ 月 ４ 日 

 

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議 

品種構成・品質向上対策検討専門部会構成員 各位 

（福島県水田畑作課・東北農政局福島県拠点） 

 

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議 

品種構成・品質向上対策検討専門部会部会長 

  （ 公 印 省 略 ） 

 

令和４年産米における穀物検定協会の食味試験出品銘柄にかかる 

生産者・ほ場等の報告について（依頼） 

 

このことについて、令和４年産米における穀物検定協会の食味試 

験出品銘柄にかかる生産者・ほ場等について、ＪＡ全農福島・米肥組

合・米麦組合・第一食糧卸に対し報告を依頼していますので了知願い

ます。なお、報告いただいた内容については、福島県農林水産部（農

業振興課・水田畑作課）に連絡し、生産者への栽培指導の実施につい 

て依頼する予定です。 

 

以上 
 

＜添付資料＞ 

〇令和４年産米における穀物検定協会の食味試験出品銘柄にかかる 

生産者・ほ場等の報告について（依頼）（写） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

ＪＡ福島中央会食農振興部 川崎 TEL:024-554-3072、FAX:024-552-2786 



４福島推進会議事第７２０１号 

令 和 ４ 年 ４ 月 ４ 日 

 

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議 

品種構成・品質向上対策検討専門部会構成員 各位 

（ＪＡ全農福島・米肥組合・米麦組合・第一食糧卸） 

 

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議 

品種構成・品質向上対策検討専門部会部会長 

  （ 公 印 省 略 ） 

 

令和４年産米における穀物検定協会の食味試験出品銘柄にかかる 

生産者・ほ場等の報告について（依頼） 

 

このことについて、令和４年産米における穀物検定協会の食味試 

験出品銘柄にかかる生産者・ほ場等について、別添様式により報告願

います。なお、報告いただいた内容については、福島県農林水産部（農

業振興課・水田畑作課）に連絡し、生産への栽培指導の実施について 

依頼します。 

 

１．構成員別出品銘柄 

構成員名 出品銘柄 

ＪＡ全農福島 会津コシヒカリ・ひとめぼれ（県下全域） 

米肥組合 中通りコシヒカリ・里山のつぶ（県下全域） 

米麦組合 浜通りコシヒカリ 

第一食糧卸 天のつぶ（県下全域） 

２．添付資料 

（１）報告様式 

（２）「令和４年産米における穀物検定協会食味試験出品銘柄と今 

後の取り組みのすすめ方」（令和４年３月２３日事務局会議） 

３．報告期限等  

（１）報告期限 

令和４年４月２５（月） 

（２）報告先 

ＪＡ福島中央会食農振興部 

E-mail:noushin@ja-fc.or.jp、FAX:024-552-2786 

 

以上 
【問い合わせ先】 

ＪＡ福島中央会食農振興部 川崎 TEL:024-554-3072、FAX:024-552-2786 

mailto:noushin@ja-fc.or.jp


令和４年３月２３日 

 

令和４年産米における穀物検定協会食味試験出品銘柄と 

今後の取り組みのすすめ方 

 

１．各団体報告内容 
区  分 コシヒカリ ひとめぼれ 天のつぶ 里山のつぶ 福､笑い 

福島県 ◎ 〇 〇 〇  

中央会 ◎ 〇 〇   

全農福島 ◎ ◎ 〇   

米肥組合 ◎ 〇 〇 〇  

米麦組合 ◎ ◎ 〇  △ 

第一食糧 ◎ ◎ ◎   

注）◎は複数区域あり。 

コシヒカリは、中通り・浜通り・会津の３区分 

ひとめぼれは、中通り・会津の２区分 

注）米麦組合は「福､笑い」の出品について検討すべきとの意見。 

第一食糧は「天のつぶ」についても複数地域からの出品を検討す 

べきとの意見。 

 

２．出品銘柄等 

（１）出品銘柄 

・コシヒカリ（中通り・浜通り・会津） 

・ひとめぼれ（県下全域） 

・天のつぶ（県下全域） 

・里山のつぶ（県下全域）、の６産地品種銘柄とする。 

※なお、「ひとめぼれ」「天のつぶ」「里山のつぶ」については、 

２地域からの出品により試供品を作成する。 

 
（２）理由等 

 〇将来に向け銘柄を絞っていくべきという方向性に変わりはない。 

 〇令和４年産米については、福島県の協力も得つつ、品種構成等専

門部会の構成集荷団体に対し出品を依頼するはじめての産年と

なるが、令和３年産米の出品銘柄をベースに、作付面積が減少し

ているひとめぼれを県下全域とするとともに、主食用米の集荷

数量が少なく販売面で認知度が低い里山のつぶを新たに加え、 



全体として６産地品種銘柄とする。 

〇なお、「福､笑い」については、そもそも食味試験へ出品し評価 

を得ると置付けるべき品種ではないため、除外する。 

  

３．今後のすすめ方等 

（１）集荷団体ごとの出品銘柄 

〇品種構成等専門部会の構成集荷団体ごとの出品銘柄は、以下の 

とおりとする。 

銘柄 地域 全農福島 米肥組合 米麦組合 第一食糧 

コシヒカリ 

中通り  〇   

浜通り   〇  

会津 〇    

ひとめぼれ 

中通り 
〇 

（２地域） 

   

浜通り 

会津 

天のつぶ 

中通り    
〇 

（２地域） 
浜通り 

会津 

里山のつぶ 

中通り  
〇 

（２地域） 

  

浜通り 

会津 

 

（２）すすめ方（予定） 

〇品種構成等専門部会の構成集荷団体は、構成員を通し、該当銘柄

出品生産者を選定し、ほ場を特定の上、事務局（中央会・全農福 

島）に報告する（令和４年４月中旬まで）。 

〇事務局は、該当生産者・ほ場等を県（農業振興課・水田畑作課） 

に報告する（令和４年４月末まで）。 

〇なお、生産者等の選定にあたっては、別添「令和４年産米以降 

  の穀物検定協会食味試験への出品対応」の内容・趣旨を該当生産 

者に十分説明する。 

 

以上 

 

＜添付資料＞ 

〇令和４年産米以降の穀物検定協会食味試験への出品対応 



令和４年産米以降の穀物検定協会食味試験への出品対応 

 

１．経過等 

令和２年産米まで、穀検食味試験への出品については、ＪＡ全農

福島として取り組んできた。しかしながら、穀検食味試験への出品

がＪＡグループのみの取り組みながら、結果については、県として

も特Ａ獲得数を販売推進の材料とするなど活用してきている。 

一方、穀検の食味試験へ出品する米は、一部生産者に偏ったり全 

体の一部を選りすぐり出品するなどの傾向がある。 

このため、穀検食味試験への出品の取り組みを県全体の取り組

みとしていくため、令和３年産米からは福島県水田農業産地づく

り対策等推進会議として対応していくこととし、具体的には福島

県水田農業産地づくり対策等推進会議の「品種構成・品質向上対策

検討専門部会」（以下、「品種構成等専門部会という」）にお 

いて、対応について検討を重ねてきた。 

令和３年産米においては、関係者の取り組み体制が整わなかっ

たため、結果としてＪＡグループからの出品となったが、令和４年

産米については、県の協力も得つつ取り組みをすすめることとす 

る。  

 

２．令和４年産米以降対応の基本的考え方 

  以下により、「福島県水田農業産地づくり対策等推進会議」とし 

て穀検食味試験への出品対応を取りすすめる。  

〇品種構成等専門部会が令和４年産米の出品銘柄を選定し、品種

構成等専門部会の構成員にそれぞれの銘柄出品を依頼する。 

〇銘柄出品を依頼された各構成員は、傘下の構成員に生産者・ほ 

場の選定を依頼する。 

〇食味試験への供試米は、基本的に選定されたほ場で生産・集荷

された米とする。 

〇選定された生産者は、栽培履歴等を記帳し保存する。 

〇福島県水田農業産地づくり対策等推進会議は選定された生産 

者・ほ場を福島県（水田畑作課・農業振興課）に連絡する。 

〇福島県（農林事務所・普及所）は普及活動のなかで該当生産者、 

ほ場を見回り、必要に応じ栽培指導を行う。 

〇穀検食味試験の結果公表をふまえ、１年間の取り組み結果を総 

括し、次年度の取り組みに活用する。 

以上 
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